
◎事業スキーム例

遠隔地にある自社（又は子会社等、密接関係会社）
発電設備で発電された電力を、一般送配電事業者の
送電網を通じて都内の自社施設へ供給

〇自己所有モデル
自社発電設備 需要家

都外 都内
電力供給

一般送配電事業者
の送電網

発電事業者 需要家

都外 都内

〇第三者所有モデル

需要家が発電事業者から電力を固定価格で
長期間購入する契約を締結し、小売電気事業者を
通じて都内の自社施設へ供給

電力供給

電力購入契約（PPA）

小売電気事業者

都外における再エネ発電設備導入を
東京都が支援します！

東京都は、都内の再生可能エネルギー利用拡大を図るため、都外から再エネ電力を新たに調達
する手法に取り組む都内需要家に対し、再生可能エネルギー発電設備（太陽光発電等）の導入に
必要な経費の一部を助成しています。ぜひご活用ください。

◎事業年度
令和３年度～令和5年度（公募は毎年度行います。）

◎助成対象事業者
民間事業者（民間企業、学校法人、公益財団法人、社会福祉法人等）

◎助成率・助成上限額

事

業

概

要 助成対象経費の２分の１以内（上限２億円）
（国等の助成金を併給する場合、合計で２分の１以内）

～再エネ設備の新規導入につながる電力調達構築事業～

事業者向け



主な助成要件
・再エネ発電設備設置地域への環境配慮及び関係構築等を行うこと。
　[環境配慮要件]
　助成対象設備の導入に当たって、資源エネルギー庁が策定する発電設備種別に応じた事業計画策定ガ
イドライン（最新版）を遵守するものであること。

　[関係構築要件]
　再エネ設置地域の自治体等との間で、助成対象設備に設けられた給電用コンセントを利用した再エネ
設置地域の住民への電気の提供等、非常時における助成対象設備の利活用に係る協定を締結すること。

　　※上記要件に加えて、再エネ設置地域の事業者等との関係構築に係る要件がございます。
・固定価格買取制度の設備認定を受けない設備であること。

　※上記以外にも助成要件がございますので、詳細は交付要綱・手引きをご確認ください。

　事業の詳細や申請方法等は、次のホームページからご確認ください。
　https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/saiene-offsite

クールネット　再エネ設備

助成対象設備

登録番号（3）79




